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市
民
税
非
課
税
世
帯
の
長
寿
医
療

制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）
被

保
険
者
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
限
度

額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
を

申
請
す
る
こ
と
で
、
入
院
時
に
医
療

機
関
で
支
払
う
医
療
費
の
自
己
負
担

限
度
額
や
食
事
代
な
ど
を
減
額
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
現
在
、
認
定
証
を
お
持
ち
の
人
は
、

有
効
期
限
が
平
成
20
年
７
月
31
日
ま

で
と
な
っ
て
い
ま
す
。
市
民
税
非
課

税
世
帯
（
平
成
19
年
１
月
１
日
か
ら

12
月
31
日
ま
で
の
世
帯
全
員
の
所
得

が
市
民
税
非
課
税
で
あ
る
世
帯
）
に

該
当
し
、
引
き
続
き
認
定
証
の
交
付

を
希
望
す
る
場
合
は
、
市
市
民
課
ま

た
は
、
各
支
所
・
出
張
所
で
再
度
申

請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
申
請
の
際
に
は
、
印
鑑
・
後
期
高

齢
者
医
療
被
保
険
者
証
・
過
去
１
年

間
の
入
院
日
数
の
分
か
る
も
の
（
領

収
書
な
ど
）
を
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

　
詳
し
く
は
、
市
市
民
課
ま
た
は
岡

山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
ま

で
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　
市
市
民
課
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９
５
８

　
岡
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

　
　
０
８
６
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２
４
５
―

０
０
９
０

　
長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
）
の
被
保
険
者
証
の
有
効
期
限

は
、
平
成
21
年
７
月
31
日
と
な
っ
て
い

ま
す
。
本
年
８
月
か
ら
負
担
割
合
等
が

変
更
と
な
る
人
に
つ
い
て
は
、
７
月
下

旬
に
新
し
い
被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま

す
。

　
送
付
の
あ
っ
た
人
は
、
８
月
１
日
以

降
、
現
在
お
手
元
に
あ
る
被
保
険
者
証

は
使
用
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
市
市
民
課

ま
た
は
各
支
所
・
出
張
所
へ
ご
返
却
く

だ
さ
い
。

　
な
お
、
負
担
割
合
等
の
変
更
が
な
い

人
に
は
、
被
保
険
者
証
の
送
付
は
し
ま

せ
ん
の
で
、
現
在
お
手
元
に
あ
る
被
保

険
者
証
を
引
き
続
き
平
成
21
年
７
月

31
日
ま
で
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。
　

▼
８
月
１
日
時
点
で
判
定
見
直
し

　
被
保
険
者
の
皆
さ
ん
に
は
、
医
療
機

関
の
窓
口
で
、
現
在
１
割
ま
た
は
３
割

（
現
役
並
み
所
得
者
）
の
自
己
負
担
を

お
願
い
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
１
割
ま
た
は
３
割
の
負
担
割
合

等
に
つ
い
て
は
、『
平
成
18
年
１
月
１

日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
収
入
や
所
得
』

を
基
に
判
定
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
判
定
の
見
直
し
を
、
８
月
１
日

時
点
で
『
平
成
19
年
１
月
１
日
か
ら
12

月
31
日
ま
で
の
収
入
や
所
得
』
を
基
に

行
い
ま
す
。

　
判
定
基
準
は
、
下
表
の
と
お
り
で
す
。

表
中
「
課
税
所
得
」
と
は
、
住
民
税
課

税
算
出
の
際
に
用
い
る
額
が
基
と
な
っ

て
い
ま
す
。

▼
判
定
基
準
が
改
正

　
主
な
改
正
点
と
し
て
、『
３
割
負
担
（
自

己
負
担
限
度
額
「
一
般
」
適
用
）』
の

対
象
者
が
変
わ
り
ま
す
。

　
平
成
20
年
７
月
31
日
ま
で
の
『
３
割

負
担
（
自
己
負
担
限
度
額
「
一
般
」
適

用
）』
の
基
準
は
、
公
的
年
金
等
控
除

の
見
直
し
・
老
年
者
控
除
の
廃
止
に
伴

う
経
過
措
置
と
し
て
、
平
成
18
年
８
月

か
ら
平
成
20
年
７
月
ま
で
の
２
年
間
の

み
対
象
と
す
る
も
の
で
し
た
。
こ
の
基

準
が
、
８
月
以
降
な
く
な
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
）
施
行
に
伴
う
判
定
基

準
の
変
更
に
よ
る
新
た
な
経
過
措
置
と

し
て
、
平
成
20
年
８
月
か
ら
平
成
22
年

７
月
ま
で
の
新
た
な
基
準
が
追
加
さ
れ

ま
す
。

　
制
度
や
被
保
険
者
証
に
つ
い
て
ご
不

明
な
点
は
、
市
市
民
課
ま
た
は
岡
山
県

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先

　
市
市
民
課

　
　
０
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６
９
―
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２
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９
５
８

　
岡
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
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長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）

負
担
割
合
が
変
更
と
な
る
人
に

被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す

長
寿
医
療
制
度（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
の
申
請

　
認
定
証
の
有
効
期
限
は
７
月
31
日
ま
で

所得変動に伴う住民税の還付申告
ー申告により平成１９年度分の住民税が還付されますー

　税源移譲による税制改正では、住民税が上が

った分は所得税で調整され、税負担の増減が生

じないようになっています。

　しかし、平成１９年中の所得が大きく減少し

た結果、所得税がかからなくなってしまった場

合には、所得税において減額調整ができず個人

住民税だけが負担増となってしまいます。

　この問題を解消するため、平成１８年中と平

成１９年中の所得変動に伴う負担増が生じる場合、

平成１９年度分の住民税を、税源移譲前まで減

額する措置が設けられます。

　この措置は、平成１９年中の所得が減少して

所得税がかからなくなった場合に適用されるも

ので、住宅借入金控除の適用などにより所得税

がかからなくなった場合は、適用されません。

　対象となる人は、例えば、平成１９年中に出

産や病気のため長期休職した人、定年退職した

人や依願退職した人、自営業で業績悪化のため

大幅に所得が減った人などで、平成１９年分の

所得税が課されなかった人です。

　該当になる人は、申告期間中に平成１９年１

月１日時点でお住まいの市区町村へ申告してく

ださい。

　申告書の用紙は市税務課、各支所、出張所に

用意しています。また、市ホームページからも

ダウンロードできますのでご利用ください。

　申告期間　７月１日（火）～３１日（木）

　提出先　平成１９年１月１日時点でお住まい

　の市区町村

■問い合わせ先　

　市税務課　　０８６９－２２－１１１４

▽
▽

①１割負担

②３割負担

②３割負担

③３割負担

（自己負担
限度額「一
般」適用）

●同一世帯の70歳以上の人と長寿医療制度被保険者の…
   ・課税所得が145万円未満の人
   ・収入合計額が383万円未満（世帯内に2人以上いる場合
　   なら520万円未満）の人

●同一世帯の長寿医療制度被保険者の…
   ・課税所得が145万円未満の人
   ・収入合計額が383万円未満（世帯内に長寿医療制度被

   　保険者が2人以上いる場合なら520万円未満）の人（※）

●同一世帯の70歳以上の人と長寿医療制度被保険者の…
   ・課税所得が145万円以上213万円未満の人
   ・収入合計額が383万円以上484万円未満（2人以上いる
   　場合なら520万円以上621万円未満）の人

●世帯内の長寿医療制度被保険者が一人であって、
   ・課税所得が145万円以上で収入が383万円以上の人で
   　同一世帯内の70歳から74歳の方も含めた収入の合計が

　   520万円未満の人（※）

①と②の条件に該当しない人

①１割負担

③３割負担

（自己負担
限度額「一
般」適用）

①と②の条件に該当しない人

（※）該当する場合は、申請が必要です。

【平成20年4月1日～平成20年7月31日】

平成18年1月1日～平成18年12月31日の収入や課税所得

平成19年1月1日～平成19年12月31日の収入や課税所得

【平成20年8月1日～平成21年7月31日】

判定基準

判定基準

所得判定
対象期間

所得判定
対象期間


